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大学教育における資質・能力の育成と卒業後の自己効力感との関係
～高知大学卒業生調査を事例として～

杉田 郁代（高知大学大学教育創造センター） ■ 木村 治生（ベネッセ教育総合研究所）

１．問題と目的
1.1 求められる学修成果

近年、文部科学省は、「学習」を「学修」と表記して、

大学教育で学修成果（ラ―ニング・アウトカム）を明

確にすることを繰り返し求めている。学修成果とは、

中央教育審議会（2008）答申「学士課程教育の構築に

向けて」の用語解説に、次のように定義されている。

「プログラムやコースなど、一定の学習期間終了時に、

学習者が知り、理解し、行い、実演できることを期待

される内容を言明したもの。『学習成果』は多くの場

合、学習者が獲得すべき知識、スキル、態度などとし

て示される。また、それぞれの学習成果は、具体的で、

一定の期間内で達成可能であり、学習者にとって意味

のある内容で、測定や評価が可能なものでなければな

らない」。また、答申「新たな未来を築くための大学教

育の質的転換に向けて」では、速やかに取り組むこと

が求められる事項に、「プログラム共通の考え方や尺

度（アセスメント・ポリシー）に則った成果の評価、

その結果を踏まえたプログラムの改善・進化という一

連のサイクルが機能する全学的な教学マネジメントの

確立を図る」（中央教育審議会、2012）と述べられてお

り、学修成果の可視化は教学マネジメントに欠かせな

い位置づけとなっている。このような背景から、小方

（2008）は、「大学教育のアウトカムを重視する傾向が

強まっている。…（中略）…政策のみならず個別機関

レベルでも、これまでになく重要になっている」と指

摘している。

1.2 大学教育における資質・能力とその評価

さらに、中央教育審議会大学分科会がまとめた「教

学マネジメント指針」では、学修成果を示すにあたっ

て「各大学の教育に関する内部質保証のためのＰＤＣ

Ａサイクルの起点として機能するよう、学生が身に付

けるべき資質・能力の目標を明確化すること」（中央教

育審議会大学分科会、2020）を求めている。つまり、

学修成果の可視化は、学生が身につけるべき「資質・

能力」を明らかにしたうえで、その目標に沿って教育

活動を行い、その成果を測定することが軸となる。「資

質・能力」は、現在の教育改革におけるもっとも重要

概念の一つであり、（中略）その育成は小学校から大学

院までの教育全体をカバーする目標に位置づけられて

いる（松下、2016）。

では、学生が必要な「資質・能力」を身につけたこ

とを、どのように判断すればよいのだろうか。「教学

マネジメント指針」では、その例の一つとして「アセ

スメントテストの結果」を挙げている。同指針の用語

解説では、アセスメントテストについて、「学修成果の

測定・把握の手段の一つ。ペーパーテスト等により学
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生の知識・能力等を測定する方法の総称。外部団体・

企業等が開発するものの他に、近年は大学内等で作問

等を行い学修到達度の確認に使用している例もみられ

る。…(中略)…大学の教育効果を把握する目的で導入

されているものであり、学生個々人の能力を判定する

ものと異なる」と説明されている。そして、同指針の

中で、各大学の「自主的・自律的な判断とその責任の

下で学修成果・教育成果の把握・可視化が進められる

ことを期待」すると述べている（中央教育審議会大学

分科会、2020）。

吉本（2007）が指摘するように「大学・短大が、個々

単独で教育の成果の点検・評価をしても、そこから解

釈し評価できることは限られている」。そのため、文

部科学省も「全国学生調査」（文部科学省、2019）の試

行版を実施とはいえ、大学ごとに目標とする「資質・

能力」は異なり、教育活動も多様である。これまでも

各大学は、アセスメントツールを独自で選定し、資質・

能力の測定を行い、学修成果を報告してきた（宮脇ほ

か、2018）。教学マネジメントを実現する上でも、それ

ぞれの大学が自学の学修成果をどのようなツールで可

視化するか、検討する必要がある。

1.3 大学教育と資質・能力の形成

それでは、学生は、どのような場面で、「資質・能力」

を身につけるのだろうか。溝上ほか（2009）は、「正課

教育（授業）、授業外学修（授業外）を含めて学生を大

学教育のさまざまな実践に巻き込むことが、学生の力

強い学びと成長に関連する」と指摘する。また、山田・

森（2010）は、汎用的技能は、正課のみならず正課外

活動も含めたトータルな学びの中から得られるもの」

と述べている。これらの研究は、正課教育だけでなく、

正課外教育を含めた幅広い活動の中で、資質・能力が

形成されることを示している。したがって、大学教育

において学修成果を測定するには、両方を包含して検

証する必要があるだろう。

1.4 高知大学の取り組み

このような大学教育改革の大きな流れを踏まえて、

高知大学（以下、本学）では卒業段階でどれだけの力

を身につけたのかを評価する仕組みとして、2015年よ

り全１年次生・３年次生対象に、企業作成のリテラシー

とコンピテンシーを測るテストを用いて、資質・能力

の測定を行い、両学年の比較検証を行っている。さら

に、平行して、本学独自の指標を作成し、セルフアセ

スメントシートとして、課題探求力と問題解決力、コ

ミュニケーション力、協働実践力、表現力を１年次の

必修科目の事前と事後に測定し検証してきた。そし

て、文部科学省の大学教育再生加速プログラム

（Acceleration Program for University Education

Rebuilding、以下、ＡＰ）への参加を通じて、卒業時に

おける質保証のモデルづくりを行ってきた。

ＡＰは、平成26年度（2014）より開始され、全国の

高等教育機関から公募し選定する方式により進められ

た。事業は、「高等学校や社会との円滑な接続のもと、

入口から出口まで質保証の伴った大学教育を実現する

ため、先進的な取組を実施する大学等（短大、高専を

含む）を支援すること」を目的としている１）。「Ⅰ：

アクティブ・ラーニング」「Ⅱ：学修成果の可視化」「Ⅲ．

入試改革・高大接続」「Ⅳ．長期学外学修プログラム」

「Ⅴ．卒業時における質保証の取組の強化」に分けら

れ、本学はテーマⅤに申請をし、採択された。

ＡＰでは、再生加速という観点から、これまで本学

が行ってきた取り組みの振り返りを行った。そのため

に、「身につける学修成果」を明確にすることとし、

2016年に総合的教養教育ＷＧにおいて検討されてきた

能力の定義を基に再構築を行った。総合的教養教育と

は、「教養の習得を、共通教育・学部教育・正課外教育

を含む、学生の修学に関する総合的な教育により実施

するもの」とし、それに示す教養とは「本学の全ての

学部の学生が、学士課程修了時に修得しておくべき共

通の能力」であると定義した。この方針に基づいて、

本学の「教育に関するポリシー」（ディプロマ・ポリ

シー）に従い学士課程修了時に必要だと考えられる能

力について、４分類された領域からなる「10の能力」

を作成した（図１を参照）。

分類された４つのポリシーは、「知識・理解」「思考・
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判断」「技能・表現」「関心・意欲・態度」で構成され

る。その下位に10の能力を位置づけた。「知識・理解」

には「専門分野に関する知識」「人類の文化・社会・自

然に関する知識」が、「思考・判断」には「論理的思考

力」「課題探求力」が、「技能・表現」には「語学・情

報に関するリテラシー」「表現力」「コミュニケーショ

ン力」が、「関心・意欲・態度」には「協働実践力」「自

律力」「倫理観」が含まれる。最後に、「統合・働きか

け」として「10の能力を内的に統合し、周囲の文化・

社会・自然・人間などに外的に働きかけていく能力」

（＋１の能力）が位置づけられている。

1.5 先行研究

このように定められた学修成果や目指すべき「資

質・能力」が、実際の教育活動とどう関連しているの

かについては、いくつかの先行研究がある。たとえば、

清水・三保（2013）によると、学士課程教育内でどの

ようにして能力を育成していくか、大学教育が社会の

要請に対してどのように能力を育成していくかを明ら

かにするために、卒業生295名を対象に、「大学生活に

おける取り組み」「大学生活での有用性」「仕事に必要

な力とその獲得」「現在の仕事で発揮できていること」

を調査した。その153名から回答を得た結果、正課教

育だけでなく、アルバイトや学外組織での活動が、社

会人となってからの総合的な解決力、耐性、関係力に

影響を与えていることを明らかにしている。また、亀

野（2010）は、大学教育の有効性に対する意識の要因

を明らかにすることを目的として、卒業生640名を対

象に調査し、大学時代に「専門的な知識・技術」「論理

的思考能力」を得たものの方が大学教育の有効度を高

く評価していることを明らかにしている。これは、大

学時代の取り組みが学修成果に影響していることを示

唆するものである。本稿でも、これらを参考に、大学

時代の学修活動と資質・能力の形成の関連を検討する。

さらに、そうした学修活動や資質・能力形成が、卒業

後の自己効力感にどのような効果を持つのかに注目す

る。自己評価とはいえ社会で活躍できている（もしくは

その可能性がある）という実感は、大学における学びの

あり方と強い関連があるのではないかと考えるからで

ある。この点について先行研究では、大学生を対象に、

大学での学びや就職活動などの経験と進路選択にかか

わる自己効力感の関連を検討したものが、いくつか見ら

れる（たとえば、佐藤、2014；藤澤・原口、2019など）。

それらの研究では、大学での活動が自己効力感に一定の

効果を持つことを実証している。しかし、それらはいず

れも大学在学中のデータに基づいた分析であり、卒業後

にも同様の自己効力感が維持されるかは検証していな

い。これらに対して、ベネッセ教育総合研究所（2015）

が行った『大学での学びと成長に関するふりかえり調

査』では、大学での学修活動の多さが大学卒業後の自己

効力感に効果をもつことを明らかにしている。しか

し、同調査では、形成された資質・能力と卒業後の自
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己効力感の関連は見ていない。自己効力感は大学での

学びの多さが直接的に効果を持つというよりも、それ

により一定の資質・能力が形成され、その結果として

自己効力感が高まると考えたほうが自然である。

このため、本稿では、大学における学修の状況が資

質・能力の形成にどのような効果をもっているのか、

さらに、それらが卒業後の自己効力感にどのような影

響を与えているのかについて、２段階に分けて検討す

ることとする。

1.6 本稿で扱う仮説

以上に述べた大学教育改革の流れ、本学の取り組み、

および先行研究の状況を受けて、本稿では、次の２つ

の仮説について、検証を進める。第１は、「大学におけ

る学修の取り組みや環境は、社会で必要となる資質・

能力を形成する」という仮説である。ここでは、後述

する卒業生アンケートの結果を用いて、大学での学修

の状況と「10＋１の能力」の関連について検討する。

第２は「大学での学びで身につけた資質・能力は、

卒業後の自己効力感に効果を持つ」という仮説である。

これについては、「10＋１の能力」が身についたと実感

しているかどうかが、社会に出てからの自己効力感に

関連しているのかを検証する。

前述した中央教育審議会大学分科会（2020）の「教

学マネジメント指針」では、「資質・能力」を身につけ

たことを判断する例として、「アセスメントテストの

結果」だけでなく、「卒業生からの評価」も挙げている。

それも、大学が育成した資質・能力の状況を評価する

材料の一つになりうる。ここではＡＰの一環で立ち上

げた卒業生調査を用いて２つの仮説を検証し、大学教

育における資質・能力の育成と卒業後の自己効力感と

の関係を明らかにすることを試みる。

２．方法
2.1 対象とその基本的属性

本稿で用いるデータは、本学がＡＰ事業に取り組む

一環で、卒業時の質保証のための基盤づくりを目的と

して行われた調査によって得られたものである。この

調査は、2018年３月に高知大学を卒業した卒業生

1,059名に依頼し、404名（回収率38.1％）が同意して

回答している。性別の内訳は、男子180名、女子224名

であった。また、出身学部の内訳は、人文学部100名、

教育学部82名、理学部100名、農学部48名、医学部71名、

土佐さきがけ（高知大学独自の教育プログラム）３名

であった。

2.2 調査時期

2018年12月～2019年１月にかけて調査を実施した。

2.3 調査手続き

調査は、2018年３月に高知大学を卒業した卒業生に、

在学時の保護者住所に卒業生本人宛で郵送による依頼

を行い、アンケート回答の専用ＷＥＢページにアクセ

スしてもらい回答してもらった。ＷＥＢページの冒頭

には、調査目的、倫理的配慮に関わる事項の確認、、調査

への同意を確認するためのチェック項目を設けた。そ

の項目へのチェックをもって同意を得たものとした。

2.4 設問項目

質問項目の一部は、『大学での学びと成長に関する

ふりかえり調査』（ベネッセ教育総合研究所、2015）と

同一にして、比較できるような形で設計した。学修へ

の取り組み、学修を促す環境、大学満足度、成長実感・

自己効力感などの項目である。これに、高知に対する

愛着、本学の定める資質・能力（10＋１の能力）で質

問を構成した。

2.5 倫理的配慮

本研究は、高知大学医学部倫理審査委員会の承認を

受けて行った（倫理審査承認番号（28-139））。また、

『大学での学びと成長に関するふりかえり調査』（ベ

ネッセ教育総合研究所、2015）を用いることについて、

第二著者から許可を得た。
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３．分析結果
3.1 分析の方針

以下では、大きく２つのパートに分けて分析を行う。

図２は、分析の全体を示している。

前半は、「大学における学修の取り組みや環境は、社

会で必要となる資質・能力を形成する」という仮説の

検証である。これを明らかにするために、大学におけ

る「Ⓐ学修の取り組み」「Ⓑ学修を促す環境」「Ⓒ身に

ついた資質・能力」について基礎的な分析を行ったう

えで、ⒶやⒷがⒸにどのような効果をもっているのか

を重回帰分析によって検討する。

後半は、「大学での学びで身につけた資質・能力は、

卒業後の自己効力感に効果を持つ」という仮説の検証

である。ここでは、大学卒業後の「Ⓓ自己効力感」に

ついての基礎分析を行った後、ⒹにⒶ～Ⓒがどのよう

な影響を与えているのかを考察するために、階層的重

回帰分析を行う。大学での学びはどのような資質・能

力を高め、最終的にどんな要因が卒業後の自己効力感

を高めるのか。そのプロセスを示すのが、分析のねら

いである。

3.2 資質・能力を規定する要因分析

前半で行うのは、「Ⓐ学修の取り組み」「Ⓑ学修を促

す環境」を独立変数に、「Ⓒ身についた資質・能力」を

従属変数にした重回帰分析である。その準備として順

に、Ⓐ～Ⓒにどのような潜在的な因子が含まれるかを、

因子分析によって明らかにする。

①学修の取り組み

まずは、学修の取り組みである。この項目は、大学

時代の11の活動に対して、どれくらい熱心に取り組ん

でいたかを４段階（「とても熱心に取り組んだ」「まあ

熱心に取り組んだ」「あまり熱心に取り組まなかった」

「まったく熱心に取り組まなかった」）で回答しても

らった。ただし、その活動に参加していない者がいる

可能性もあるため、すべての項目に「活動していない・

経験していない」の選択肢を加えている。「とても熱

心に取り組んだ」を５点～「まったく熱心に取り組ま

なかった」を２点、「活動していない・経験していない」

を１点として換算した記述統計が、表１である。また、

これらを因子分析（最尤法、プロマックス回転）によ

り分析した結果（パターン行列）を、表２に示した２)。
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表１ 学修の取り組み（記述統計）

表２ 学修の取り組みの因子分析（パターン行列）



表１をみると、「留学」「よさこい」「インターンシッ

プ」「地域・社会活動」などの平均値が低いが、これは

「活動していない・経験していない」が一定の割合で存

在するためである。「留学」は84.2％、「よさこい」は

67.1％、「インターンシップ」は62.1％、「地域・社会

活動」は47.0％が、「活動していない・経験していない」

を選択している。平均値が高いのは、「アルバイト」「卒

業論文や卒業研究」「ゼミ、研究室活動」「専門以外の

授業」などで、これらは「活動していない・経験して

いない」は少なく、「とても＋まあ熱心に取り組んだ」

という回答が多い。その比率は、「アルバイト」77.5％、

「卒業論文や卒業研究」76.5％、「ゼミ、研究室活動」

74.5％、「専門以外の授業」64.6％である。

続けて、因子分析の結果（表２）であるが、因子数

は Kaiser-Guttman 基準から４とした。第一因子は

「ゼミ、研究室活動」「卒業論文や卒業研究」「専門以外

の授業」などで構成されており、「正課学修」と名づけ

る。第二因子の「サークル」は、「サークルや部活動」

の単独の項目からなる。第三因子は「授業以外の自主

的な勉強」「地域・社会活動」なので、「正課外学修」

とした。そして、第四因子は、「インターンシップ」「就

職活動」などからなるので「社会活動」と名づけた。

因子間相関を見ると、相関係数はそれほど高くはなく、

各因子は比較的独立性が高いことがわかる。

これ以降の分析では、それぞれの因子について負荷

量がもっとも大きい項目を代表させて扱う。すなわ

ち、「正課学修」は「ゼミ、研究室活動」の得点、「サー

クル」は「サークル・部活動」の得点、「正課外学修」

は「授業以外の自主的な勉強」の得点、「社会活動」は

「インターンシップ」の得点を意味する。

②学修を促す環境

次に、学修を促す環境にかかわる項目についての基

礎分析を行う。この質問は、大学時代に学修経験や学

修活動を成立させていた環境について、どれくらい印

象に残っているかを聞く10の項目からなる。表３で

は、それぞれの項目について、「とても印象に残ってい

る」を４点、「まあ印象に残っている」を３点、「あま

り印象に残っていない」を２点、「まったく印象に残っ

ていない」を１点として算出した記述統計を示した。

これを見ると、「教育に対して熱意のある教員がい

た」「相当の努力をして課題（単位取得や論文作成）を

やりとげる厳しさがあった」「教員の指導に基づきな

がらも、自主性を尊重されて学習を進められた」など

の項目で、平均値が高い。一方、「実社会との接点を感

じることができた」「学習の態度や姿勢が不適切な場

合、教員から指導された」などは、やや平均値が低い。

とはいえ、多くの項目で平均値は３前後であり、全体

に肯定的に評価していることがわかる。

この10項目について探索的因子分析（最尤法）を行っ

たところ、因子は１つしか析出されなかった３)。項目

間の相関（Pearson の相関係数）は、r =0.4～0.5の範

囲のものが多く、肯定的に評価をする者は全体にわ

たって肯定的な回答をする傾向にある。10項目の信頼

性係数（Cronbachのα係数）は0.865であり、内的一

貫性も高い。そのため、この10項目の合計得点を「学

修を促す環境」として設定する。その記述統計は、表

４の通りである。
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表３ 学修を促す環境（各項目の記述統計）

表４ 学修を促す環境（得点の記述統計）



③身についた資質・能力

それでは、高知大学の卒業生は、大学時代の学修や

経験を通じて、どのような資質・能力が身についたと

感じているのだろうか。高知大学では、ディプロマ・

ポリシーの達成度を可視化するために、学生が大学教

育を通じて身につけるべき資質・能力を「10＋１の能

力」（図１）として整理している。この能力は、「知識・

理解」「思考・判断」「技能・表現」「関心・意欲・態度」

の４領域で構成される「10の能力」と、それらを統合

して外に働きかける「＋１の能力（統合・働きかけ）」

からなる。2016年度には、この資質・能力の分類をも

とに、学科・コースごとに能力評価指標を策定した。

さらに、2018年度から、ルーブリックに基づいた学生

の自己評価、統合・働きかけのパフォーマンスを評価

する教員評価を行い、アドバイザー教員によるリフレ

クション面談でその結果を突き合わせて、目標の達成

状況を確認している。今回の卒業生でも、この能力評

価指標をもとにして質問紙を開発した。

たずねたのは以下の15項目であり、それぞれについ

て、「身についた」「どちらかというと身についた」「ど

ちらかというと身につかなかった」「身につかなかっ

た」の４段階で回答してもらっている。１～11は「10

の能力」、12～15は「＋１の能力」に対応している。

【身についた資質・能力の質問項目】（括弧内は、質問

文を省略した表現）

１．大学で専攻した専門分野に関する知識や能力（専

門分野の知識）

２．大学の教育（共通教育）で学んだ人類の文化・社

会・自然に関する基礎的知識（文化・社会・自然

の知識）

３．ものごとを筋道立てて考え、論理的に思考し解決

する力（論理的思考力）

４．解決に導く道筋を考え実行する力（課題探求力）

５．英語等の語学に関する知識（語学リテラシー）

６．パソコン等の使い方などの情報に関する知識（情

報リテラシー）

７．相手にわかりやすく話す力・文章を作成するなど

の表現力（表現力）

８．相手の意図をくみ取るように聴き、意図を伝える

ように話すコミュニケーション能力（コミュニ

ケーション力）

９．複数の他者と力を合わせてものごとを進めていく

協働実践力（協働実践力）

10．自分の行動に責任を持ち、時間を守るなど社会人

として求められる自分をコントロールする力（自

律力）

11．社会人としての倫理観（倫理観）

12．周囲の環境などに合わせて、臨機応変に自分の

持っている力を組み合わせて、他者に働きかける

力（他者への働きかけ）

13．チームでの活動で、自分の役割を認識し、責任を

もって発言・行動する力（発言・行動力）

14．異なる立場や考え方を持つ人々と協力関係を作っ

て物事を進める力（協調的実行力）

15．予想外のことや困難な状況に出会っても、周囲と協

力するなどして、適切に対応する力（課題対応力）

この身についた資質・能力に関する15項目について

の記述統計が、表５である。多くの項目で平均値が3

前後となっており、概ねここに示されている資質・能

力が身についたと判断している卒業生が多いことがわ

かる。平均値が高い項目を順にあげると、「専門分野

の知識」「課題探求力」「自律力」「論理的思考力」など

である。これに対して平均値が低いのは、「語学リテ

ラシー」「情報リテラシー」「文化・社会・自然に関す

る知識」などである。実際に身についたかどうかが、

学修者自身にも知識や資格などで判断しやすい項目

が、低い結果になっている印象を受ける。

続けて、これらの資質・能力が、潜在的にどのよう

な因子で構成させているのかを明らかにするために、

探索的因子分析を行った。その結果が、表６である。

因子数は、Kaiser-Guttman 基準から２とした。第一

因子は、「課題対応力」「発言・行動力」「協調的実行力」

「他者への働きかけ」の負荷量が高い。これらは、「＋

１の能力（統合・働きかけ）」であり、自らの資質・能
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力を活用しながら周囲と協働し、課題を解決していく

総合的な力である。このことから「協働的解決力」と

名づける。第二因子は、「論理的思考力」「課題探求力」

「表現力」などの項目の因子負荷量が高い。物事を論

理的に思考する力、課題発見から解決への道筋を考え

る力であることから、「論理的思考・課題探求力」とし

た。両因子の相関は、r =0.672である。

以下の分析では、各因子で負荷量が0.4以下の項目

を除外した項目の合計を、その因子の得点とした。「協

働的解決力」は８項目からなり、Cronbach のα係数

は、0.911である。また、「論理的思考・課題探求力」

は３項目で、Cronbach のα係数は、0.815である。そ

れぞれの記述統計を、表７に示した。

④身についた資質・能力を規定する要因の分析

それでは、身についた資質・能力は、大学時代の学

修の取り組みや学修を促す環境と、どのように関連し

ているのだろうか。ここでは、「協働的解決力」と「論

理的思考・課題探求力」をそれぞれ従属変数に、学修

の取り組みの「正課学修」「サークル」「正課外学修」

「社会活動」と学修を促す環境（合計得点）を独立変数

にして、重回帰分析（線形回帰モデル）を行った。その

結果を示したのが、表８と表９である。いずれのモデル

も、調整済みＲ２乗値は0.3前後となっており、それぞれ

の能力の分散の３割弱をこれらの変数で説明できる。

標準化係数を見ると、「学修を促す環境」の効果が大

きいのは、「協働的解決力」も「論理的思考・課題探求

力」も同様である。表３に示した教員や教員以外の支

援者の存在、課題をやり遂げる厳しさや自主性の尊重

など、学修を深める環境や機会が豊富であるほど、こ

れらの能力が身についたと評価していることを示して

いる。

しかし、「学修の取り組み」の効果は、「協働的解決

力」と「論理的思考・課題探求力」とで、少し異なる
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表５ 身についた資質・能力（記述統計）

表６ 身についた資質・能力の因子分析

（パータン行列）

表７ 学修を促す環境（得点の記述統計）



部分がある。後者は「正課学修」の効果が認められる

のに対して、前者には有意な効果が表れていない。「論

理的思考・課題探求力」のような科学的なプロセスに

則った思考はゼミ、研究室活動のような正課学修で身

につけられるが、「協働的解決力」のような複数の能力

の統合や他者への働きかけが重視される能力は、正課

学修では身につけにくいということかもしれない。授

業以外の自主的な勉強のような正課外学修は、いずれ

の能力にも効果を有しており、正課の授業で学んだこ

とを正課外で活かすような経験は共通して重要だと考

えられる。

3.3 自己効力感を規定する要因分析

後半の分析では、「大学での学びで身につけた資質・

能力は、卒業後の自己効力感に効果を持つ」という仮

説を検討する。本稿では、大学在学時の学修の取り組

みと身についた資質・能力を独立変数に、卒業後の自

己効力感を従属変数にして、それぞれの関連を検討す

る。果たして、大学での学修が一定の資質・能力を形

成し、それが卒業後の自己効力感に影響を与えるよう

なプロセスは見られるのだろうか。

①卒業後の自己効力感

卒業後の自己効力感を規定する要因を分析する前

に、まずは自己効力感の項目がどのような質問からな

るかを確認する。

卒業後の自己効力感は、困難な課題に直面した時に

適切に対処し、課題を解決できるかといった一般的な

課題に対する自己の能力の発揮と、職場で活躍できる

か、必要な能力を備えているかといった仕事場面での

自己の能力の発揮の両面を全６項目でたずねている。

それらに対して、「とてもあてはまる」「まああてはま

る」「あまりあてはまらない」「まったくあてはまらな

い」の４段階で回答してもらった。「とてもあてはま

る」を４点～「まったくあてはまらない」を１点とし

たときの記述統計が、表10である。

これを見ると、一般的な課題に対する自己効力感を

たずねた３項目の平均値は３前後で、概ね肯定的に評

価している者が多いことがわかる。一方で、仕事場面
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表８ 協働的解決力の規定要因分析（線形回帰）

表９ 論理的思考・課題解決力の規定要因分析

（線形回帰）

表10 卒業後の自己効力感（記述統計）



における自己効力感は2.7前後でわずかに低い。それ

らは、約４割が否定的に評価している。

続けて、この６項目について探索的因子分析（最尤

法）を行ったところ、１因子しか抽出されなかった４)。

これらの項目間相関は r =0.4～0.6に入るものが多く、

中程度以上の相関がある。信頼性係数（Cronbach の

α係数）は0.860と内的一貫性が認められる結果となっ

たため、すべてを合計して「卒業後の自己効力感」と

して得点化した。その記述統計が、表11である。

②自己効力感を規定する要因の分析

それでは、こうした自己効力感は、大学時代のどの

ような要因に影響を受けているのだろうか。それを確

かめるために自己効力感を規定する要因について、階

層的重回帰分析（表12）で検討を行った。

まず、【モデル①】として、「男性ダミー」（男性＝１）

と「学修の取り組み」に関する４つの変数を投入した。

ここからは、男性であることに加えて、「正課学修」と

「正課外学修」の熱心さが自己効力感にプラスの効果

をもっていることがわかる。ゼミ、研究室活動や授業

以外の自主的な勉強といった具体的な学びの経験が、

卒業後の自己効力感と関連しているという結果は、ベ

ネッセ教育総合研究所（2015）の先行調査の結果と一

致する。ただし、「サークル」や「社会活動」といった

より幅広い経験には、効果が表れていない。また、調

整済みＲ２乗値も0.09と小さく、学修にどれだけ熱心

に取り組んだかだけでは、卒業後の自己効力感を十分

に説明することはできない様子も示されている。

そこで次に、「学修を促す環境」を加えた【モデル②】

を作成した。これを見ると、「学修を促す環境」が一定

の効果を持ち、調整済みＲ２乗値も0.14と高まってい

る。「学修を促す環境」には、教員や教員以外の人的支

援や学問的な体験の有無などが含まれるが、これらは

学生の成長を支える資源である。その豊かさが、卒業

後の自己効力感にも関連している。なお、「学修を促

す環境」の効果の出現に伴って、「正課学修」の効果が

消滅する。これは、こうした環境が実現されるかどう

かが、正課学修によって決まる部分が大きいからだと

考える。

最後に、【モデル③】として「身についた資質・能力」

の「協働的解決力」と「論理的思考・課題探求力」を

追加した。ここからは、「男性ダミー」が一貫して効果

を持っていること、身についた資質・能力の２項目が

比較的強く影響していることがわかる。この結果とし

て調整済みＲ２乗値が0.32となり、卒業後の自己効力
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表11 卒業後の自己効力感（得点の記述統計）

表12 自己効力感を規定する要因の分析（線形回帰）



感の分散の３割程度が説明できるモデルとなってい

る。さらに、「学修の取り組み」と「学修を促す環境」

の効果が消えている。社会で自己効力感をもって活動

するうえで大学での学修や経験は必要だが、結局はそ

れによっていかに資質・能力を高めるかが重要だとい

うことを意味する。ちなみに、「論理的思考・課題探求

力」よりも「協働的解決力」のほうが、わずかに標準

化係数が高い。論理的に考えて課題を探求する能力よ

りも、諸能力を統合して他者に働きかけながら課題を

遂行する総合的な力のほうが、社会で要求される力に

近いということなのかもしれない。

４．結語
本稿は、2018年３月に高知大学を卒業した卒業生の

うち調査に同意し回答を得た404名（回収率38.1％）を

分析対象者とするデータを元に、２つの仮説を立てて

検証を行った。

前半では「大学における学修の取り組みや環境は、社

会で必要となる資質・能力を形成する」という仮説を検

討した。その結果としては、正課学修や正課外学修の取

り組み、学修を促す大学教育の環境などが、「10＋１の能

力」に掲げられているような資質・能力を高めており、

仮説が正しいということが分かった。これは、溝上ほか

（2009）の「正課教育（授業）、授業外学修（授業外）

を含めて学生を大学教育のさまざまな実践に巻き込む

ことが、学生の力強い学びと成長に関連する」と同様

の結果である。さらに、それらの学修活動や環境が、

本学の定義する教養（「共通教育・学部教育・正課外教

育を含む、学生の修学に関する総合的な教育により実

施するもの」）を高めていることも明らかになった。

このことは、本学の教育課程が、「学生が卒業後にどの

ような職業に就くとしても共通に必要とされるもの」

を担保できていることを示唆する結果である。

また、後半では、「大学での学びで身につけた資質・

能力は、卒業後の自己効力感に効果を持つ」という仮

説を検証した。ここでは、在学時の学修の経験や環境

は卒業後の自己効力感に効果を持つが、それは直接的

なものではなく、実際にはそれらを通していかに資

質・能力を高めるかが重要だということが分かった。

こちらの仮説も支持される結果となった。このこと

は、先行研究によって示されていた大学における学修

活動や形成された資質・能力は、卒業後の自己効力感

にも影響を与え、維持されることを示している。この

結果は、一つの大学の事例ではあるが、大学における

学びが卒業後の意識や活動に影響することを示すエビ

デンスとして大きな意味をもつと考える。

５．本研究の限界と意義
最後に、本研究の限界と意義を述べておこう。

まず、本研究の限界として、吉本（2007）が「大学・

短大が、個々単独で教育の成果の点検・評価をしても、

そこから解釈し評価できることは限られている」と指

摘するように、一つの大学の事例で、単年度に限定さ

れたデータである点が挙げられる。大学が掲げるディ

プロマ・ポリシーや掲げる能力指標、教育活動は、大

学によって異なる。このため、必ず同様の結果が出る

という保証はない。単年度の研究であるという点につ

いては、調査の継続が望まれる。同じ卒業生をパネル

の形で追跡していくことや、卒業後１年目の卒業生だ

けでなく、卒業してから10年、20年と経過する卒業生

を調査していくことも重要である。

調査の内容という観点で言うと、卒業後のアウトカム

が自己効力感を中心にしているという点も本研究の限

界に挙げられる。アンケート調査で取得できる情報に

は限界はあるが、将来的には社会における活動の状況や

活躍を示す何らかの指標を導入して、それと大学時代の

変数とをかけ合わせるような分析も必要だろう。

このように、本研究は、大学教育の成果を示すうえ

で限られて知見しか提供できていないかもしれない。

しかし、その学修成果を可視化する活動の端緒となり、

今後、同様の試みを各大学がしていく際にモデルにな

りうる取り組みと考える。教学マネジメントを確立し

ていくという観点からは、各大学が同じような取り組

みを行い、知見を積み重ねていくことが求められる。

それは、高等教育の質を全体で高めていくことにつな

がる重要な意義を持つと考える。
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注

１）日本学術振興会のＨＰより。https://www.jsps.go.

jp/j-ap/index.html（閲覧日 2020年９月30日）

２）「熱心さ」に対する回答と「活動していない・経験

していない」の回答は同じ間隔ではないが、後者を

欠損値として扱うと適切な解が得られないため、本

分析では「活動していない・経験していない」を「まっ

たく熱心に取り組まなかった」よりも下と見なして、

１点として扱った。

３）Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性測度は0.891で

良好、Bartlett の球面性検定はχ2(45)=1479.630で、

有意確率は p <.001だった。

４）Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性測度は0.854で

良好、Bartlett の球面性検定はχ2(15)=1105.573で、

有意確率は p <.001だった。
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